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研究成果の概要（和文）：　超高齢社会において要介護者の肺炎予防は重要課題である。そこで申請者らは、施設にお
ける肺炎予防を目的としたオーラルケアマネジメント法を開発して、その効果を特別養護老人ホームにて実施して評価
した。
　その結果、最初の施設では、カンジダ数やフードテストの改善が認められたが、肺炎の有意な減少は確認できなかっ
た。2年目は、細菌学的な指標の検討を行なうとともに、オーラルケア法を改善した。3年目には、肺炎発症率の高い施
設を選定して介入した結果、3カ月後から肺炎が減少する傾向が確認された。今後、さらに長期的に検討する予定であ
る。

研究成果の概要（英文）：　The pneumonia prevention of the elderly requiring nursing care is an important 
problem in super-aging society. Then, we developed the oral care management program for the pneumonia 
prevention and evaluated the effect of the program practicing in some health care facility for the 
elderly.
 As a result, we had some effect on improving the score of Candida test and the swallowing function by 
food test for elderly at a nursing home. However, we could not confirm the decreasing of incidence on 
pneumonia, significantly. In the second year, we developed the sampling method for oral bacterial 
assessment and started the intervention study at the other nursing home. In the third year, we examined 
the effect of the oral care management program for elderly at the nursing home that had high incidence of 
pneumonia recently, and then we confirmed the tendency of pneumonia decrease after 3 months later. 
Furthermore we will determine the long-term effect of the oral care management program for them.

研究分野： 口腔保健

キーワード： オーラルケアマネジメント　口腔内微生物　要介護度　肺炎　入院日数

  ２版
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１．研究開始当初の背景 

日本は、急速な高齢化の進展に伴い、老

人医療費・介護保険料の高騰が国家的な課

題となっている。申請者らはこれまで病院

と隣接する特別養護老人ホームにて、医

科・歯科・介護スタッフが連携して実践す

るオーラルケア（口腔清掃と摂食嚥下機能

訓練)マネジメントにより、肺炎による入院

患者数や医療費を削減できることを確認

(奥田ら，2008.)、さらにオーラルケアマネ

ジメント推進のための高齢者のオーラルケ

ア分類表(武井ら,J.Gerodont,2003.)を開

発、その効果を細菌学的に検討してきた。 

一方、オーラルケアと肺炎予防に関する

先行研究は、「週 1回の歯科衛生士のオーラ

ルケア介入で肺炎が予防できること(米山

ら，Lancet354，1999.)」が報告されている

が、その後、医科・歯科・介護スタッフが

連携したオーラルケアによる全身への影響

を評価した研究はない。また、客観的かつ

普遍的な口腔微生物検査法も未確立、さら

に、病院や施設で毎日オーラルケアを提供

するためのマネジメント法も未確立である。 

 

２．研究の目的 

 上記課題解決に向け下記研究を推進した。 

[H24 年度…オーラルケアマネジメント法

の開発と評価] 

肺炎を予防した施設の取り組みを参考に

「オーラルケアマネジメント法」を開発、

近隣の施設で有効性を確認する(3 年間)。 

[H25 年度…口腔清掃介入効果の評価法の

検討] 

口腔清掃の介入効果評価のための客観的

かつ普遍的な口腔微生物検査法を確立する。 

[H26 年度…開発したオーラルケアマネジ

メント法の状況が異なる施設での評価] 

1)大規模な特別養護老人ホーム 

2)小規模な特別養護老人ホーム 

3)肺炎発症率が高い特別養護老人ホーム 

３．研究の対象と方法 

[H24 年度…オーラルケアマネジメント法

の開発と評価] 

1)対象施設 

京都府京丹後市の特別養護老人ホームで、

2002 年に開設、定員 58 名である。 

2)オーラルケアマネジメント法の開発 

本オーラルケアマネジメント法の特徴は、

①日常のオーラルケアをきめ細かく実施す

るため「口腔清掃」と「摂食嚥下機能訓練」

の支援に分けて開発、②施設職員が入所者

の状況に応じたオーラルケアを提供できる

よう、オーラルケアの簡便かつ客観的な評

価指標を設定、③施設職員のオーラルケア

に対する問題解決力向上である。とくに、

「口腔清掃」の支援では施設職員が多数の

利用者の口腔ケアを体系づけて実践できる

ように開発した Takei らの「高齢者のオー

ラルケア分類表(図 1)」を活用し、ハイリ

スク者に対するオーラルケア法を提案、

 
施設職員が日常の場で実践、効果が確認で

きた有効なオーラルケア法を分類表の同じ

カテゴリーの他の入所者に当てはめること

で、全入所者に有効なオーラルケア法の効

率的な提供を可能とした。 

「摂食嚥下機能訓練」の支援では、フー

ドテストの結果から対象者をスクリーニン

グ、月 1回の昼食時に歯科医師と歯科衛生

士が摂取状況を確認しながら直接訓練およ

び間接訓練の説明を行った。 
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図１ 高齢者口腔清掃分類表



3)オーラルケアマネジメント法の評価 

初回検査から半年毎に 3年間で 7回の調

査、口腔審査、検査を行なった。主な検査

は、摂食嚥下機能の指標としてフードテス

ト(エンゲリードアップルゼリー78g:㈱大

塚製薬工場)、口腔乾燥度の検査として唾液

湿潤度検査紙(Kiso-Wet Tester、KISO サイ

エンス㈱)を用い、1mm/10s 未満を口腔乾燥

ハイリスクとした。また、口腔清掃の指標

としてカンジダ数を測定した。舌背部より

試料採取、クロムアガーカンジダ培地(日本

ベクトン・ディッキンソン㈱)にて好気培養

を行ない、104CFU以上をハイリスクとした。

さらに、石川らにより総菌数と相関性が認

められているアンモニア濃度の測定(ポケ

ットケム BA:アークレイ㈱)を行なった。そ

の結果を基に半年間は月 1回、その後半年

間は 2カ月に 1回のオーラルケアマネジメ

ントを行なった。その後 2年間は介入せず、

効果を確認する目的で、半年毎に初回と同

様の検査を実施して結果を共有した。 

また、全ての入所者が特定の病院へ通

院・入院する地域的特徴を活かし、当該病

院より評価実施 3年前からの肺炎あるいは

全疾病による入院状況に関するカルテ情報

を入手して解析に用いた。本調査は、京丹

後市久美浜病院倫理審査委員会の承認のも

とに行われた(承認番号 1232 号、2010 年 2

月 19 日)。 

[H25 年度…口腔清掃介入効果の評価法の

検討] 

1)対象施設と対象者 

対象施設は、横浜市の大規模な特別養護

老人ホームで、2011 年 2月に開業、定員 200

名である。事前に書面にて同意が得られた

入所者 140 名（男性 35 名、女性 105 名、平

均年齢 86.1 歳）を対象に以下の検査を実施、

拒否なく採取できたデータを解析に供した。 

2)方法 

(1)総細菌とカンジダの測定法 

洗口が可能な 88 名を対象とした。試料は

無歯顎者でも採取可能な舌背より定圧採取

器（パナソニックヘルスケア㈱）を活用し、

綿棒（A1504, 日本綿棒㈱）で 10 往復スワ

ブして採取、また洗口吐出液は、3ml の精

製水を 10 秒間口に含んだ後に吐出させた。

総細菌数の定量は Real-time PCR 法(以下

PCR）で行い、DNA 抽出は Genomic DNA 

Isolation Kit for bacteria (nexttec™ 

Clean Column, nexttec Biotechnologie 

GmbH)で行った。カンジダ数の定量は綿棒分

散液および洗口吐出液を前述のクロムアガ

ーカンジダ培地に塗沫、48hr 培養後行った。 

(2)口腔乾燥者の試料採取法 

前述の唾液湿潤度検査で 1mm/10s 未満の

口腔乾燥者からの試料採取法を検討するた

め、綿棒を湿潤させることの影響を検討し

た。舌背左側より乾燥綿棒にて、舌背右側

より湿潤綿棒にて同条件で採取した。湿潤

綿棒には注射用蒸留水(大塚製薬㈱)130μ

Ｌを含浸させた。 

(3)細菌カウンタによる総細菌数の測定 

 細菌カウンタ(パナソニックヘルスケア

㈱)による舌背スワブ試料中の総細菌数の

定量は標準手順書に従い行った。さらに試

料中の総細菌数を PCR と比較するため、細

菌カウンタによる菌数測定後の分散液 5mL

から1mL をとりDNAを抽出、PCRに用いた。

カンジダ数の測定は、同分散液 200μLを試

料に同様に培養法で求めた。比較対象試料

として舌背左側より従来法によるスワブ試

料を採取して PCR による総細菌数および培

養法によるカンジダ数を定量し比較した。 

 本調査は、一般社団法人日本口腔衛生学

会倫理委員会の承認のもとに行われた(承

認番号 25-1 号、2013 年 9月 30 日)。 

[H26 年度…開発したオーラルケアマネジ

メント法の状況が異なる施設での評価] 

1)大規模な特別養護老人ホーム 

 対象は、H25 年の横浜市の大規模な特別



養護老人ホームである。同意が得られた

所者

良(H25)

介入群と対照群に層別して、介入群には毎

月のオーラルケアマネジメントを行ない、

半年後と１年後に初回と同様の検査を行な

った。なお、対照群は半年後に介入した。

2)小規模な特別養護老人ホーム

 対象は

開業の

別養護老人ホーム

様である。なお、

の倫理委員会」の承認のもとに行われた

認番号

3)肺炎発症率が高い特別養護老人ホーム

対象は

定員

H25

る口腔細菌の検査法とその活用法を変更し

た。すなわち、

総細菌数

ダ数から

リーニングして、施設職員

アマネジメント

ベルをす

入により

での説明を

い施設での介入であったため、徹底したオ

ーラルケアの実践を依頼した。さらに、

設より発熱や抗生剤の使用、入院状況等の

情報を入手して検討した。

調査まで終了しており、引き続き

調査に向けて、毎月のオーラルケアマネジ

メントを継続している。

学「医の倫理委員会」の承認のもとに行わ

れた(

日)。

 

４．研究成果

[H24

養護老人ホームである。同意が得られた

者 140 名を対象に、口腔清掃の指標を改

(H25)して初回検査を

介入群と対照群に層別して、介入群には毎

月のオーラルケアマネジメントを行ない、

半年後と１年後に初回と同様の検査を行な

った。なお、対照群は半年後に介入した。

小規模な特別養護老人ホーム

対象は、大阪府寝屋川

の定員 29 名

別養護老人ホーム

様である。なお、

の倫理委員会」の承認のもとに行われた

認番号 E-1744 号、

肺炎発症率が高い特別養護老人ホーム

対象は、大阪府寝屋川

定員 60 名の特別養護老人ホームであ

H25 の結果から

口腔細菌の検査法とその活用法を変更し

た。すなわち、湿潤綿棒

総細菌数(細菌カウンタ使用

からオーラルケアハイリスク者をスク

リーニングして、施設職員

マネジメントを月

ベルをすぐに判定できる細菌カウンタの導

入により 1カ月遅れの結果ではなく

での説明を行った。今回は肺炎発症率の高

い施設での介入であったため、徹底したオ

ーラルケアの実践を依頼した。さらに、

設より発熱や抗生剤の使用、入院状況等の

情報を入手して検討した。

調査まで終了しており、引き続き

調査に向けて、毎月のオーラルケアマネジ

メントを継続している。

学「医の倫理委員会」の承認のもとに行わ

(承認番号 E

。 

４．研究成果(結果および考察

[H24 年度…オーラルケアマネジメント法

養護老人ホームである。同意が得られた

を対象に、口腔清掃の指標を改

して初回検査を行なった。その後、

介入群と対照群に層別して、介入群には毎

月のオーラルケアマネジメントを行ない、

半年後と１年後に初回と同様の検査を行な

った。なお、対照群は半年後に介入した。

小規模な特別養護老人ホーム

大阪府寝屋川市の

名、3ユニット

別養護老人ホームである。方法は上記と同

様である。なお、本調査は、京都大学「医

の倫理委員会」の承認のもとに行われた

号、2013 年 6

肺炎発症率が高い特別養護老人ホーム

大阪府寝屋川市の

特別養護老人ホームであ

の結果から「口腔清掃」の指標

口腔細菌の検査法とその活用法を変更し

湿潤綿棒で試料を採取し、

細菌カウンタ使用

オーラルケアハイリスク者をスク

リーニングして、施設職員への

を月 1回実施、口腔清掃レ

ぐに判定できる細菌カウンタの導

カ月遅れの結果ではなく

行った。今回は肺炎発症率の高

い施設での介入であったため、徹底したオ

ーラルケアの実践を依頼した。さらに、

設より発熱や抗生剤の使用、入院状況等の

情報を入手して検討した。現在、半年後の

調査まで終了しており、引き続き

調査に向けて、毎月のオーラルケアマネジ

メントを継続している。本調査は、京都大

学「医の倫理委員会」の承認のもとに行わ

E-1744-1 号、

結果および考察

オーラルケアマネジメント法

養護老人ホームである。同意が得られた

を対象に、口腔清掃の指標を改

行なった。その後、

介入群と対照群に層別して、介入群には毎

月のオーラルケアマネジメントを行ない、

半年後と１年後に初回と同様の検査を行な

った。なお、対照群は半年後に介入した。

小規模な特別養護老人ホーム 

の 2011 年 12

ユニットの小規模な

方法は上記と同

本調査は、京都大学「医

の倫理委員会」の承認のもとに行われた

6月 20 日)。

肺炎発症率が高い特別養護老人ホーム

の 1983 年開業

特別養護老人ホームである。

「口腔清掃」の指標であ

口腔細菌の検査法とその活用法を変更し

で試料を採取し、

細菌カウンタ使用)およびカンジ

オーラルケアハイリスク者をスク

へのオーラルケ

実施、口腔清掃レ

ぐに判定できる細菌カウンタの導

カ月遅れの結果ではなく、即日

行った。今回は肺炎発症率の高

い施設での介入であったため、徹底したオ

ーラルケアの実践を依頼した。さらに、

設より発熱や抗生剤の使用、入院状況等の

現在、半年後の

調査まで終了しており、引き続き 1年後の

調査に向けて、毎月のオーラルケアマネジ

本調査は、京都大

学「医の倫理委員会」の承認のもとに行わ

号、2014 年 5月

結果および考察) 

オーラルケアマネジメント法

養護老人ホームである。同意が得られた入

を対象に、口腔清掃の指標を改

行なった。その後、

介入群と対照群に層別して、介入群には毎

月のオーラルケアマネジメントを行ない、

半年後と１年後に初回と同様の検査を行な

った。なお、対照群は半年後に介入した。 

12 月

小規模な特

方法は上記と同

本調査は、京都大学「医

の倫理委員会」の承認のもとに行われた(承

。 

肺炎発症率が高い特別養護老人ホーム 

年開業の

る。 

であ

口腔細菌の検査法とその活用法を変更し

で試料を採取し、

カンジ

オーラルケアハイリスク者をスク

オーラルケ

実施、口腔清掃レ

ぐに判定できる細菌カウンタの導

、即日
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て算出した。オーラルケアマネジメント介

入前 3年間の肺炎による入院回数 1回以上

の割合は、18.3%であったが、オーラルケア

マネジメント介入 3年間は、8.7%に減少し

たが、有意な差は認められなかった。 

以上の結果から、今回開発したオーラル

ケアマネジメント法の実践は、嚥下機能の

改善、カンジダ数ならびにアンモニア濃度

の減少につながったが、有意な肺炎発症率

抑制効果は確認できなかった。今後、オー

ラルケアマネジメント法を改良して他の施

設において検討する予定である。 

[H25 年度…口腔細菌検査法の検討結果] 

1)総細菌とカンジダの採取法 

洗口吐出液と綿棒での舌背スワブ採取で

の総細菌数とカンジダ数の相関性を比較し

た結果、吐出液と舌背スワブとの間に有意

な関連性が認められた(p<0.01)。また、湿

潤綿棒を用いた採取法に高い相関関係

(R2=0.2084)が示された。このことから舌背

からのスワブによる試料採取法は口腔内全

体を反映する有用な採取法であると考えら

れた。一方で、口腔乾燥者の舌背スワブが

課題となった。また、総細菌数とカンジダ

数の間には相関関係が認められず、今後、

オーラルケアの指標として両方必要である

と考えられた。 

2)口腔乾燥者の試料採取法 

口腔乾燥症の対象者からの舌背スワブ法

に課題がある可能性が示唆されたため、唾

液湿潤度と微生物採取量との関連性を比較

した結果、Kiso-Wet Tester 値が 1mm 未満

の対象者からは湿潤綿棒を用いることによ

り総細菌数およびカンジダ数の採取量が増

える傾向が認められ、今後、口腔乾燥症の

対象者には綿棒を湿潤させることの必要性

が示唆された。 

3)細菌カウンタによる総細菌数の測定 

 高齢者の口腔細菌検査における本機器の

有用性を申請者らの従来法の結果と比較し

たところ、高い相関係数(R2=0.8253)が示さ

れ、本機器での総菌数の測定は PCR に匹敵

する精度の高い測定法であることが示され

た。また、本法は培養法と組み合わせるこ

とでカンジダ数の測定も可能であり、付属

の綿棒を湿潤させて使用することにより、

より精度の高い細菌検査が実施できる簡便

かつ有用な検査法であると考えられた。 

[H26 年度] 

3)開発したオーラルケアマネジメント法

の状況が異なる施設での評価 

(1)大規模な特別養護老人ホーム 

 2011 年に開業した新しい施設のため、口

腔環境の改善は認められたが、介入群およ

び対照群ともに肺炎発症自体が少なく有意

な変化は認められなかった。 

(2)小規模な特別養護老人ホーム 

2011 年に開業した新しい施設のため、口

腔環境の改善は認められたが、肺炎発症自

体が少なく有意な変化は認められなかった。 

(3)肺炎発症率が高い特別養護老人ホーム 

 口腔清掃の指標として細菌カウンタの初

回と半年後の比較をレベル別で行った結果、

レベル 4以上の細菌数が多い入所者が有意

に減少した(下図、p<0.05)。カンジダ数は

全体では有意な変化はなかった。また、舌

苔ス 

コア(小島らの分類)が有意に減少した

(p<0.01)。唾液湿潤度検査結果では、全入

所では有意な差が認められなかったが、初

回検査結果で 3mm/10s 未満の口腔が乾燥し

ていた入所者(17 名)は半年後有意に改善
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した(p<0.05)。食支援の指標であるフード

テスト、食事時間等においては有意な変化

は認められなかった。 

オーラルケアマネジメント介入 1.5 年前

からの肺炎による入院日数を図示した。季

節変動はあるが、介入後 3カ月間は肺炎に

よる入院や抗生剤の使用が増加したが、そ

の後減少し、現在も維持している。今回、

肺炎の発症率が高い特別養護老人ホームに

てオーラルケアマネジメントによる介入を

行った結果、3 カ月間は肺炎による入院や

抗生剤の使用が増加したことから、今後さ

らに慎重にオーラルケアを導入することの

必要性が示唆された。今後、1 年後の検査

結果については先の「肺炎により入院した

入所者」を「1 回以上入院した入所者」で

除して算出する予定である。 

今回、介入 1年前より肺炎既往のあった

入所者 14 名とそれ以外の入所者に層別し

て他項目との関連を検討した結果、食事時

間が 30 分以上の長い入所者、食事中に覚醒

していない入所者、咳反射ができない入所

者に肺炎既往が有意に多かった。また、カ

ンジダが多い傾向にあり、唾液湿潤度が低

い傾向にあった。今後も摂食嚥下機能と口

腔清掃の両面からの支援が必要である。 

3 年間に渡り、オーラルケアマネジメン

トの開発と改良を重ねた結果、今回の方法

により肺炎予防に貢献できる可能性が示唆

された。今後、さらに長期的な観察をして

いく予定である。 
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